
第第 節節 生生産産・・出出荷荷のの状状況況

生生産産・・出出荷荷のの状状況況

鉱工業生産活動の全体的な水準を示す鉱工業生産指数の推移をみると、おおむね横ばいで

推移した。

なお、 年は半導体供給制約や米国関税措置などの生産を下押しする事象が発生してい

るが、業種別でみると、「自動車工業」が、 年後半に、同年 月の自動車工業関連の工場

稼働停止等によるとみられる大幅な低下から回復したものの、 年には再び低下傾向で推

移した（図 ）。

図 ：鉱工業生産指数の推移

資料：経済産業省「鉱工業指数（ 年 月分確報）」（ 年 月）

  

  

   

   

   

   

   

                                              

        

                              

                   

   

   

製造工業の設備の稼働状況を表す稼働率指数の推移をみると、製造工業全体では、 年

月に低下した後、おおむね横ばいで推移した。業種別では、「輸送機械工業」が、前述のと

おり、同年同月の自動車工業関連の工場稼働停止等によるとみられる低下があったが、同年

後半に回復し、その後は横ばいで推移している（図 ）。

「輸送機械工業」では、 年は生産指数の低下とともに、生産能力指数も低下したた

め、結果的に稼働率指数の低下はみられなかった（図 ）。

図 ：稼働率指数の推移

備考：稼働率指数とは、製造工業の設備の稼働状況を表すために、生産量と生産能力の比から求めた指数。

資料：経済産業省「鉱工業指数（ 年 月分確報）」（ 年 月）

図 ：生産能力指数の推移

備考：生産能力指数とは、製造工業の生産能力を標準的な状態で生産可能な最大生産量で表し指数化したもの。

資料：経済産業省「鉱工業指数（ 年 月分確報）」（ 年 月）
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出荷の状況について、輸出向け出荷、国内向け出荷を鉱工業出荷内訳表の推移から確認す

ると、鉱工業全体では、 年以降、輸出向け、国内向けともにおおむね横ばいで推移し

た。

業種別では、「輸送機械工業」においては、輸出向け出荷は 年後半以降、低下傾向で

推移している（図 ）。一方、国内向け出荷は、 年以降、変動があるものの、ならせ

ば横ばいで推移している（図 ）。なお、 年は、半導体供給制約や米国関税措置な

ど、海外市場を中心に事業環境の不透明感を高める要因が生じている。

図 ：鉱工業出荷内訳表（輸出向け出荷）

資料：経済産業省「鉱工業出荷内訳表・総供給表（ 年 月分）」（ 年 月）

図 ：鉱工業出荷内訳表（国内向け出荷）

資料：経済産業省「鉱工業出荷内訳表・総供給表（ 年 月分）」（ 年 月）

  

  

   

   

   

   

   

   

   

                                              

        
                               

                   

   
   

  

  

  

   

   

   

   

                                              

        
                               

                   

   
   

我我がが国国製製造造業業をを取取りり巻巻くく社社会会情情勢勢変変化化

事業に影響を及ぼす社会情勢の変化に関する調査の結果について、 年度と 年度で

比較すると、多くの項目で回答結果に有意な差がみられた（図 ）。

年のロシアによるウクライナ侵攻発生以降、エネルギー価格の高騰や円安の進行が続

いたものの、「エネルギー価格の高騰」は ポイント低下、「為替変動」は ポイント低

下するなど、影響を受けたと回答した割合は 年度に比べ減少した。

また、「原材料価格（資源価格・部素材価格）の高騰」は、 年度、 年度ともに、

最も高い回答割合を示したが、 年度と比べ ポイント低下した。

年は、諸外国による輸出規制や半導体等の部品供給制約が発生しているものの、「部

素材不足」の回答割合は 年度と比べ ポイント低下するなど、資源や部素材の供給制

約等に係る項目は軒並み低下した。

これらの回答結果から、 年度は、 年度と比較して、影響を受けた企業の範囲や影

響度が相対的に小さかった可能性も考えられるが、「原材料価格（資源価格・部素材価格）

の高騰」は依然として回答割合が最も高い項目であり、引き続き注視が必要である。

一方、 年は米国関税措置や の急速な発展など、製造業を取り巻く外部環境を変化さ

せる要因が発生しており、「法人税・関税等の税制」、「生成 の普及」といった関連項目に

ついては影響があったと回答した割合が 年度より上昇した。

図 ：事業に影響を及ぼす社会情勢の変化

備考： ．＊は調査年度間で設問が変更になった項目。

．複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：三菱 リサーチ＆コンサルティング（株）「令和 年度産業関係調査等事業（我が国ものづくり産業の課

題と対応の方向性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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また、事業に影響を及ぼす社会情勢の変化を企業規模別に比較すると、ほとんどの項目で

大企業の割合が高かった。ただし、「原材料価格（資源価格・部素材価格）の高騰」、「人

材・労働力不足」、「エネルギー価格の高騰」、「賃上げ要請」については、大企業と中小企業

の割合に有意な差がなく、これらの項目は、企業規模にかかわらず、事業に影響を及ぼした

と考えられる。

一方、大企業と中小企業で回答割合に差がみられた項目として、海外企業と取引を行う企

業ほど影響を受けやすいと考えられる「為替変動」、「地政学リスク・経済安全保障」が挙げ

られる。これらについては、大企業の方が中小企業よりも影響が大きいと回答した割合が高

く、その差もほかの項目と比べて大きかった。また、「生成 の普及」については、中小企

業の回答割合が 割を下回り、「その他」を除けば、最も低い結果となった（図 ）。

図 ：事業に影響を及ぼす社会情勢の変化（企業規模別）

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：三菱 リサーチ＆コンサルティング（株）「令和 年度産業関係調査等事業（我が国ものづくり産業の課

題と対応の方向性に関する調査）報告書」（ 年 月）

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

    

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

    

     

    

            

                    

        

    

          

                  

             

     

               

                 

          

     

         

        

                

       

    

   

                         
   

前述の図 において「原材料価格（資源価格・部素材価格）の高騰」が事業に影響を

及ぼしたと回答した事業者の割合が高かったことを示したが、約 割の事業者が直近 年間で

「価格転嫁（販売先に対する値上げ要請、消費者価格の値上げ）」を実施したと回答してい

る。

また、前述の図 において、 割以上の事業者が「人材・労働力不足」が事業に影響を

及ぼしたと回答しているが、約 割の事業者が「賃上げ（従業員への還元）」を直近 年間で

実施したと回答しており、人材確保に関連する取組は高い割合となっている（図 ）。

図 ：直近 年間で実施した企業行動

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：三菱 リサーチ＆コンサルティング（株）「令和 年度産業関係調査等事業（我が国ものづくり産業の課

題と対応の方向性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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年 月、サプライチェーン全体で適切な価格転嫁を定着させ、中小企業の取引の公正

性を確保することを背景に「製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等

の防止に関する法律」が施行 されたが、直近 年間で最も事業に影響した企業行動として

は、「価格転嫁（販売先に対する値上げ要請、消費者価格の値上げ）」を挙げる事業者の割合

が約 割と最も高くなっている（図 ）。

公正取引委員会、中小企業庁［ ］『下請法・下請振興法改正法の概要』

図 ：直近 年間で最も事業に影響した企業行動

資料：三菱 リサーチ＆コンサルティング（株）「令和 年度産業関係調査等事業（我が国ものづくり産業の課

題と対応の方向性に関する調査）報告書」（ 年 月）

            

                

     

    

     

            

     

       

     

          

       

    

       

           

   

    

      

            

    

        

                

    

   

    

         

次に、製造事業者が直近 年間で実施した企業行動について「プラス・マイナス」の影響

の有無に関して行った調査結果をみると、大企業、中小企業ともに、「賃上げ（従業員への

還元）」についてマイナスの影響があったと回答した割合が最も高くなっている。

一方で、「令和 年版労働経済の分析」において、賃上げは雇用者のモチベーションを高

め、人材の定着を促す効果があることを企業も実感している という分析結果があるが、調

査結果では、賃上げのマイナスの影響が相対的に高く示された点について、その背景や要因

を慎重に見極める必要がある。

また、サプライチェーンの見直しについて、経済安全保障の取組コスト上昇が生じるとの

指摘もみられる中 、同調査では、特に大企業では「サプライチェーンの見直し」について

マイナスの影響があったとの回答割合が高くなっている（図 ）。

業績面への影響だけではなく、新規事業の発掘や顧客・販路の変化、人材確保面での変化、今後の展望の変化

など、企業活動に及ぼす総合的な影響について尋ねている。

厚生労働省［ ］『令和 年版 労働経済の分析』

経済産業省［ ］『経済安全保障経営ガイドライン（第 版）』

図 ：直近 年間で事業に影響した企業行動

備考：「その他」については、回答数が少ないことから省略している。

資料：三菱 リサーチ＆コンサルティング（株）「令和 年度産業関係調査等事業（我が国ものづくり産業の課

題と対応の方向性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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年 月、サプライチェーン全体で適切な価格転嫁を定着させ、中小企業の取引の公正

性を確保することを背景に「製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等

の防止に関する法律」が施行 されたが、直近 年間で最も事業に影響した企業行動として

は、「価格転嫁（販売先に対する値上げ要請、消費者価格の値上げ）」を挙げる事業者の割合

が約 割と最も高くなっている（図 ）。

公正取引委員会、中小企業庁［ ］『下請法・下請振興法改正法の概要』

図 ：直近 年間で最も事業に影響した企業行動

資料：三菱 リサーチ＆コンサルティング（株）「令和 年度産業関係調査等事業（我が国ものづくり産業の課

題と対応の方向性に関する調査）報告書」（ 年 月）

            

                

     

    

     

            

     

       

     

          

       

    

       

           

   

    

      

            

    

        

                

    

   

    

         

次に、製造事業者が直近 年間で実施した企業行動について「プラス・マイナス」の影響

の有無に関して行った調査結果をみると、大企業、中小企業ともに、「賃上げ（従業員への

還元）」についてマイナスの影響があったと回答した割合が最も高くなっている。

一方で、「令和 年版労働経済の分析」において、賃上げは雇用者のモチベーションを高

め、人材の定着を促す効果があることを企業も実感している という分析結果があるが、調

査結果では、賃上げのマイナスの影響が相対的に高く示された点について、その背景や要因

を慎重に見極める必要がある。

また、サプライチェーンの見直しについて、経済安全保障の取組コスト上昇が生じるとの

指摘もみられる中 、同調査では、特に大企業では「サプライチェーンの見直し」について

マイナスの影響があったとの回答割合が高くなっている（図 ）。

業績面への影響だけではなく、新規事業の発掘や顧客・販路の変化、人材確保面での変化、今後の展望の変化

など、企業活動に及ぼす総合的な影響について尋ねている。

厚生労働省［ ］『令和 年版 労働経済の分析』

経済産業省［ ］『経済安全保障経営ガイドライン（第 版）』

図 ：直近 年間で事業に影響した企業行動

備考：「その他」については、回答数が少ないことから省略している。

資料：三菱 リサーチ＆コンサルティング（株）「令和 年度産業関係調査等事業（我が国ものづくり産業の課

題と対応の方向性に関する調査）報告書」（ 年 月）
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企業の収益性を示す指標である マージン ごとに、直近 年間で事業に影響した企業

行動を比較したところ、 マージンが高い企業ほど、「設備投資」及び「人材確保・育

成」を挙げる割合が高い傾向が確認された。特に、「設備投資」については マージン

が ％未満の企業と ％以上の企業との間には、回答割合に有意な差が認められた（図

）。

法人企業統計調査を用いて設備投資額と営業利益、減価償却額との関係性を確認したとこ

ろ、営業利益との相関は 、減価償却額との相関は となり、設備投資額は営業利益、

及び減価償却額と強い相関を示すことが確認された 。これらの結果から、収益力の高い企

業ほど設備投資を積極的に実行する傾向が強いと考えられる。

（営業利益＋減価償却費＋のれん償却費）の売上高に対する割合を指す。

財務省「法人企業統計調査」（調査年月 年度 ～ 月期、［時系列データ］金融業、保険業以外の業種

（原数値））を用いて、経済産業省にて算出したもの。

図 ：直近 年間で事業に影響した企業行動（ マージン別）

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：三菱 リサーチ＆コンサルティング（株）「令和 年度産業関係調査等事業（我が国ものづくり産業の課

題と対応の方向性に関する調査）報告書」（ 年 月）

     

    

    

     

     

     

     

    

     

     

    

     

    

    

     

     

     

     

    

     

     

    

     

    

    

     

     

     

     

    

     

     

    

     

    

    

    

     

     

     

    

     

     

    

            

              

   

                  

        

    

    

                        

                 

            

       

            

   

                                                            
   

第第 回回ももののづづくくりり日日本本大大賞賞のの実実施施

事事業業概概要要

「ものづくり日本大賞」は、製造・生産現場の中核を担っている中堅人材や伝統的・文化

的な「技」を支えてきた熟練人材、今後を担う若年人材など、「ものづくり」に携わってい

る各世代の人材のうち、特に優秀と認められる人材を顕彰する表彰制度である。本賞は、経

済産業省、文部科学省、厚生労働省、国土交通省が連携し、平成 年より開催しており、今

回で 回目を迎えた。

関係 省庁において、第 回では内閣総理大臣賞 件 名の受賞を決定。また、経済産業省

では、内閣総理大臣賞に加えて、経済産業大臣賞 件 名／ 団体、優秀賞 件 名の受賞

を決定した。

内内閣閣総総理理大大臣臣賞賞ののううちち主主なな受受賞賞案案件件

案件名 ：異業種間連携と歴史ある技術の組合せによる革新的な医療材料の開発

所属企業 ：福井経編興業（株）、大阪医科薬科大学、帝人（株）、

帝人メディカルテクノロジー（株）

評価ポイント：国内の医療品産業が縮小する中、培ってきた経編技術を活かして医療分野

への進出を果たしている。開発した心臓･血管修復パッチ「シンフォリウ

ム®」は患者の組織に置き換わり、成長に追従可能な伸張を有する革新的

な製品で、先天性心疾患の手術に既存材料を使用した場合に発生する再手

術のリスクの低減が期待できる。

案件名 ：世界初！金属 プリンターによる骨質を制御可能とする脊椎スペーサー

の開発・製品化

所属企業 ：ナカシマヘルスフォース（株）

評価ポイント：整形外科領域で課題となっていた自家骨移植における骨質の早期回復と固

定不良を克服する製品を開発。臨床試験ではスペーサーの脊椎固定期間が

年から か月に短縮することが実証された例もあり、椎間板ヘルニアな

ど高齢患者の負担軽減に寄与している。

図 ：内閣総理大臣表彰式の様子 図 ：内閣総理大臣表彰式の様子

福井経編興業（株）他 団体のメンバー ナカシマヘルスフォース（株）のメンバー

資料：経済産業省提供 資料：経済産業省提供
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企業の収益性を示す指標である マージン ごとに、直近 年間で事業に影響した企業

行動を比較したところ、 マージンが高い企業ほど、「設備投資」及び「人材確保・育

成」を挙げる割合が高い傾向が確認された。特に、「設備投資」については マージン

が ％未満の企業と ％以上の企業との間には、回答割合に有意な差が認められた（図

）。

法人企業統計調査を用いて設備投資額と営業利益、減価償却額との関係性を確認したとこ

ろ、営業利益との相関は 、減価償却額との相関は となり、設備投資額は営業利益、

及び減価償却額と強い相関を示すことが確認された 。これらの結果から、収益力の高い企

業ほど設備投資を積極的に実行する傾向が強いと考えられる。

（営業利益＋減価償却費＋のれん償却費）の売上高に対する割合を指す。

財務省「法人企業統計調査」（調査年月 年度 ～ 月期、［時系列データ］金融業、保険業以外の業種

（原数値））を用いて、経済産業省にて算出したもの。

図 ：直近 年間で事業に影響した企業行動（ マージン別）

備考：複数回答のため、合計は必ずしも ％にはならない。

資料：三菱 リサーチ＆コンサルティング（株）「令和 年度産業関係調査等事業（我が国ものづくり産業の課

題と対応の方向性に関する調査）報告書」（ 年 月）

     

    

    

     

     

     

     

    

     

     

    

     

    

    

     

     

     

     

    

     

     

    

     

    

    

     

     

     

     

    

     

     

    

     

    

    

    

     

     

     

    

     

     

    

            

              

   

                  

        

    

    

                        

                 

            

       

            

   

                                                            
   

第第 回回ももののづづくくりり日日本本大大賞賞のの実実施施

事事業業概概要要

「ものづくり日本大賞」は、製造・生産現場の中核を担っている中堅人材や伝統的・文化

的な「技」を支えてきた熟練人材、今後を担う若年人材など、「ものづくり」に携わってい

る各世代の人材のうち、特に優秀と認められる人材を顕彰する表彰制度である。本賞は、経

済産業省、文部科学省、厚生労働省、国土交通省が連携し、平成 年より開催しており、今

回で 回目を迎えた。

関係 省庁において、第 回では内閣総理大臣賞 件 名の受賞を決定。また、経済産業省

では、内閣総理大臣賞に加えて、経済産業大臣賞 件 名／ 団体、優秀賞 件 名の受賞

を決定した。

内内閣閣総総理理大大臣臣賞賞ののううちち主主なな受受賞賞案案件件

案件名 ：異業種間連携と歴史ある技術の組合せによる革新的な医療材料の開発

所属企業 ：福井経編興業（株）、大阪医科薬科大学、帝人（株）、

帝人メディカルテクノロジー（株）

評価ポイント：国内の医療品産業が縮小する中、培ってきた経編技術を活かして医療分野

への進出を果たしている。開発した心臓･血管修復パッチ「シンフォリウ

ム®」は患者の組織に置き換わり、成長に追従可能な伸張を有する革新的

な製品で、先天性心疾患の手術に既存材料を使用した場合に発生する再手

術のリスクの低減が期待できる。

案件名 ：世界初！金属 プリンターによる骨質を制御可能とする脊椎スペーサー

の開発・製品化

所属企業 ：ナカシマヘルスフォース（株）

評価ポイント：整形外科領域で課題となっていた自家骨移植における骨質の早期回復と固

定不良を克服する製品を開発。臨床試験ではスペーサーの脊椎固定期間が

年から か月に短縮することが実証された例もあり、椎間板ヘルニアな

ど高齢患者の負担軽減に寄与している。

図 ：内閣総理大臣表彰式の様子 図 ：内閣総理大臣表彰式の様子

福井経編興業（株）他 団体のメンバー ナカシマヘルスフォース（株）のメンバー

資料：経済産業省提供 資料：経済産業省提供
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内内閣閣総総理理大大臣臣表表彰彰及及びび経経済済産産業業大大臣臣表表彰彰案案件件一一覧覧

内閣総理大臣賞 件（経済産業省 件、文部科学省 件、厚生労働省 件、国土交通省

件）、経済産業省関係 件（経済産業大臣賞 件、優秀賞 件）は以下のとおり。

図：内閣総理大臣表彰（経済産業省案件）／経済産業大臣表彰案件一覧

資料：経済産業省作成

案件名 受受賞賞者者 所属企業等 案件名 受受賞賞者者 所属企業等
山山下下　　哲哲哉哉　　 ユーザック（株）

髙髙木木　　義義秀秀　　 福井経編興業（株） 田田口口　　浩浩二二  　　 ユーエスウラサキ（株）
根根本本　　慎慎太太郎郎　　 大阪医科薬科大学 ハハリリルル　　ナナミミググ　　 ユーザック（株）
山山田田　　英英明明　　 福井経編興業（株） 宮宮﨑﨑　　翔翔伍伍　　 ユーエスウラサキ（株）
濵濵田田　　健健　　 福井経編興業（株） ググエエンン　　ヴヴァァンン　　ククイインン　　ユーエスウラサキ（株）
藤藤永永　　賢賢太太郎郎　　 帝人（株） 小小林林　　和和人人　　 本多電子（株）
坂坂上上　　剛剛士士　　 帝人メディカルテクノロジー（株） 穂穂積積　　直直裕裕　　 穂積計測研究所
山山口口　　鮎鮎子子　　 帝人（株） 吉吉田田　　祥祥子子　　 豊橋技術科学大学
高高橋橋　　広広幸幸　　 ナカシマヘルスフォース（株） 川川口口　　祐祐季季　　 本多電子（株）
佐佐藤藤　　雄雄一一　　 ナカシマヘルスフォース（株） 小小木木曽曽　　泰泰治治　　 本多電子（株）
藤藤田田　　圭圭生生　　 ナカシマヘルスフォース（株） 岡岡田田　　長長也也　　 本多電子（株）
石石井井　　力力渡渡　　 ナカシマヘルスフォース（株） 流流田田　　賢賢治治　　 本多電子（株）
渡渡邊邊　　稜稜太太　　 ナカシマヘルスフォース（株） 松松本本　　順順　　 アイエルテクノロジー（株）
森森野野　　未未来来　　 ナカシマヘルスフォース（株） 熊熊田田　　哲哲也也　　 アイエルテクノロジー（株）

馬馬場場　　将将人人　　 住友電気工業（株）
津津島島　　栄栄樹樹　　 （株）ＦＪコンポジット 中中島島　　徹徹也也　　 住友電気工業（株）
文文　　盛盛載載　　 （株）ＦＪコンポジット 江江場場　　宏宏美美　　 東京都市大学
巽巽　　裕裕章章　　 大阪大学　接合科学研究所 津津川川　　直直樹樹　　 （株）ナード研究所
久久保保田田　　聡聡　　 北日本造船（株） 宮宮木木　　秀秀幸幸　　 （株）Ｒｉｎｇ
豊豊川川　　剛剛　　 北日本造船（株） 高高島島　　晶晶　　 不易糊工業（株）
森森　　陽陽彦彦　　 北日本造船（株） 下下澤澤　　喜喜彦彦　　 竹田印刷（株）

三三浦浦　　一一雄雄　　 北日本造船（株）
コンビナート製造現場中核人材育成事業
の推進と自立運営人材教育システムの
確立

力力石石　　泰泰祐祐　　 北日本造船（株） 嶋嶋村村　　純純二二　　 ＪＦＥスチール（株）
橋橋本本　　剛剛志志　　 日本製鉄（株） 外外石石　　圭圭吾吾　　 ＪＦＥスチール（株）
沖沖山山　　翔翔　　 アイリス（株） 田田村村　　雄雄太太　　 ＪＦＥスチール（株）
福福田田　　敦敦史史　　 アイリス（株） 寺寺田田　　一一貴貴　　 ＪＦＥスチール（株）
亀亀山山　　紗紗穂穂　　 アイリス（株） 今今仲仲　　大大輝輝　　 ＪＦＥスチール（株）
安安見見　　卓卓志志　　 アイリス（株） 河河野野　　浩浩紀紀　　 ＪＦＥウエストテクノロジー（株）
相相原原　　悠悠平平　　 （株）天地人 井井原原　　宏宏一一　　 ＪＦＥスチール（株）
樋樋口口　　宣宣人人　　 （株）天地人 平平尾尾　　嘉嘉英英　　 マツダ（株）
池池上上　　慶慶太太　　 （株）天地人 井井上上　　誠誠二二　　 マツダ（株）
高高瀬瀬　　賢賢二二　　 （株）天地人 大大川川　　慧慧　　 マツダ（株）
白白井井　　康康雄雄　　 （株）天地人 野野村村　　成成彦彦  　　 日鉄テクノロジー（株）
榊榊原原　　満満　　 （株）オータマ 鈴鈴木木　　利利哉哉　　  日本製鉄（株）
奥奥田田　　学学　　 （株）オータマ 岡岡田田　　徹徹　　  日本製鉄（株）
松松山山　　真真也也　　 （株）オータマ 関関戸戸　　義義仁仁  　　 日本製鉄（株）

瑞瑞慶慶山山　　末末広広　　 （株）オータマ

海ぶどうを世界へ　保存期間2年・55種類
の栄養素を含む「ふくらむぷちぷち海ぶ
どう」を開発し、沖縄から世界14か国へ
輸出成功！

山山城城　　由由希希　　 （株）日本バイオテック

新素材を用いた次世代型ステンレス
ケミカルタンカーの開発とその大型化

衝撃波による粉塵剥離メカニズムを
応用したメンテナンスレス集塵装置の
開発と事業化

細胞内部の物性分布構造を立体視する、
世界初の細胞三次元観察用超音波
顕微鏡の開発

半導体の微細径（金/銅）ワイヤボンド
全自動非破壊検査装置

ものづくりのGXに貢献するCO2アップ
サイクル素材「metacol™」

AIで感染症検査を行う医療機器
「nodoca」の開発・普及による
咽頭診察のデータ化

人工衛星データとAI解析を活用した
漏水リスク評価管理システム
（宇宙水道局）の開発

磁気シールドの常識を覆す性能を
発揮した「Mudelta metal®」の開発

内内閣閣総総理理大大臣臣賞賞

異業種間連携と歴史ある技術の組合せに
よる革新的な医療材料の開発

世界初！金属3Dプリンターによる骨質を
制御可能とする脊椎スペーサーの
開発・製品化

経経済済産産業業大大臣臣賞賞
オンリーワンの接合技術で半導体部材を
流通
～素材大国日本から次世代自動車大国へ

（（公公社社））山山陽陽技技術術振振興興会会

中心偏析低減と極表層硬度低減による
超厳格仕様耐サワーラインパイプの開発

性能・軽量化・コストを両立しつつ従来
工法比で生産性4倍に引き上げた世界
最高効率ホットスタンプ加工技術の開発

案件名 受受賞賞者者 所属企業等 案件名 受受賞賞者者 所属企業等

佐佐藤藤　　一一雄雄　　 （株）ニッコー 大大西西　　理理王王　　 （株）ＨＡＣＡＲＵＳ
𠮷𠮷𠮷𠮷田田　　昌昌徳徳　　 （株）ニッコー 吉吉田田　　光光志志　　 （株）ＨＡＣＡＲＵＳ
及及川川　　寿寿恵恵男男　　 （株）ニッコー 木木村村　　優優　　 （株）ＨＡＣＡＲＵＳ
床床　　秀秀樹樹　　 （株）ニッコー 山山口口　　貴貴志志　　 （株）ＨＡＣＡＲＵＳ
渡渡邊邊　　佳佳典典　　 （株）ニッコー 奥奥村村　　めめぐぐみみ　　 （株）ＨＡＣＡＲＵＳ
小小林林　　達達也也　　 （株）ニッコー 李李　　英英哲哲　　 コスメディ製薬（株）
床床　　勇勇助助　　 （株）ニッコー 辻辻井井　　モモナナ　　 コスメディ製薬（株）
鈴鈴木木　　尚尚徳徳　　 スズキハイテック（株） 豊豊田田　　佳佳太太　　 コスメディ製薬（株）
漆漆山山　　健健一一　　 スズキハイテック（株） 川川﨑﨑　　一一馬馬　　 コスメディ製薬（株）
町町田田　　俊俊信信　　 スズキハイテック（株） 重重久久　　高高志志　　 京セラ（株）
多多田田　　悦悦子子　　 スズキハイテック（株） 堀堀　　雄雄一一　　 京セラ（株）
保保科科　　由由美美子子　　 スズキハイテック（株） 藤藤本本　　哲哲朗朗　　 京セラ（株）
長長岡岡　　司司　　 スズキハイテック（株） 兒兒井井　　真真　　 京セラ（株）
松松橋橋　　大大輔輔　　 スズキハイテック（株） 瀬瀬野野　　裕裕明明　　 京セラ（株）
杉杉田田　　広広貴貴　　 （株）メトロール 原原　　章章洋洋　　 京セラ（株）
森森田田　　勇勇魚魚　　 （株）メトロール 今今仲仲　　和和也也　　 京セラ（株）
村村瀬瀬　　隆隆浩浩　　 （株）ＫＥＬＫ 桐桐田田　　直直哉哉　　 （株）カワトＴ．Ｐ．Ｃ．
後後藤藤　　大大輔輔　　 （株）ＫＥＬＫ 西西村村　　照照久久　　 （株）カワトＴ．Ｐ．Ｃ．
柴柴田田　　勲勲　　 （株）ＫＥＬＫ 前前田田　　幹幹雄雄　　 （株）カワトＴ．Ｐ．Ｃ．
村村田田　　知知紀紀　　 （株）ＫＥＬＫ 大大藤藤　　真真知知子子　　 （株）カワトＴ．Ｐ．Ｃ．
村村瀬瀬　　恵恵　　 （株）ＫＥＬＫ 髙髙島島　　浩浩 （株）タダノ
平平栗栗　　健健太太郎郎　　 夏目光学（株） 川川野野　　貴貴史史 （株）タダノ
三三村村　　秀秀和和　　 東京大学　先端科学技術研究センター 世世古古　　真真也也 （株）タダノ
松松澤澤　　雄雄介介　　 夏目光学（株） 石石原原　　尚尚樹樹 （株）タダノ
今今村村　　洋洋一一　　 夏目光学（株） 中中松松　　将将太太 （株）タダノ
久久米米　　健健大大　　 夏目光学（株） 進進藤藤　　雅雅紀紀 （株）タダノ
宮宮下下　　洋洋明明　　 夏目光学（株） 坂坂和和　　寿寿忠忠　　 （株）サカワ
齋齋藤藤　　貴貴宏宏　　 夏目光学（株） 坂坂和和　　由由紀紀子子　　 （株）サカワ
小小粥粥　　教教幸幸　　 ＡＳＴＩ（株） 小小林林　　直直弥弥　　 （株）サカワ
鈴鈴木木　　巌巌　　 ＡＳＴＩ（株） 鈴鈴村村　　卓卓也也　　 （株）サカワ
岩岩堀堀　　公公昭昭　　 ＡＳＴＩ（株） 築築城城　　弥弥央央　　 （株）小倉縞縞
野野中中　　勇勇　　 ＡＳＴＩ（株） 三三満満田田　　巧巧　　 （株）小倉縞縞
戸戸田田　　泰泰広広　　 ＡＳＴＩ（株） 重重山山　　淳淳子子　　 （株）小倉縞縞
袴袴田田　　洋洋子子　　 ＡＳＴＩ（株） 内内山山　　啓啓大大　　 （株）小倉縞縞
岡岡田田　　和和廣廣　　 （株）ワコーテック 堀堀北北　　治治希希　　 （株）小倉縞縞
佐佐野野　　弘弘尚尚　　 （株）ワコーテック 今今津津　　研研太太郎郎　　 （株）ＴＲＩＡＲＴ
本本江江　　雄雄樹樹　　 （株）ワコーテック 渡渡邊邊　　彩彩乃乃　　  （株）ＴＲＩＡＲＴ
新新元元　　庸庸平平　　 （株）ワコーテック 野野村村　　侑侑亮亮　　 （株）ＴＲＩＡＲＴ
江江良良　　聡聡　　 （株）ワコー 本本田田　　康康信信　　 （株）ＴＲＩＡＲＴ
栗栗原原　　雅雅彦彦　　 （株）岐阜多田精機 藤藤井井　　達達哉哉　　 （株）ＴＲＩＡＲＴ
高高橋橋　　隆隆晃晃　　 （株）岐阜多田精機 宮宮本本　　健健太太郎郎　　 （株）ＴＲＩＡＲＴ
古古田田　　俊俊之之　　 （株）岐阜多田精機 岡岡元元　　浩浩幸幸　　 リックス（株）
鈴鈴木木　　健健児児　　 （株）成田製作所 生生田田　　勝勝治治　　 リックス（株）
都都築築　　謙謙　　 （株）成田製作所 徳徳永永　　賢賢哲哲　　 リックス（株）
三三宅宅　　宏宏尚尚　　 （株）成田製作所 栗栗田田　　幸幸之之助助　　 リックス（株）
西西脇脇　　武武志志　　 大同大学 周周善善寺寺　　清清隆隆　　 福岡県工業技術センター　機械電子研究所

村村田田　　真真伸伸　　 名古屋市工業研究所 永永野野　　時時彦彦　　 宮崎ひでじビール（株）

田田中中　　智智也也　　 名古屋市工業研究所 金金井井　　大大　　 宮崎ひでじビール（株）

大大塚塚　　保保之之　　 （株）オートネットワーク技術研究所 原原　　健健二二郎郎　　 濵田酒造（株）
吉吉本本　　潤潤　　 住友電装（株） 樋樋之之口口　　大大作作　　 濵田酒造（株）
桒桒原原　　鉄鉄也也　　 住友電気工業（株） 東東條條　　健健太太　　 濵田酒造（株）
高高井井　　博博昭昭　　 富山住友電工（株） 大大園園　　栄栄作作　　 濵田酒造（株）
赤赤祖祖父父　　保保広広　　 富山住友電工（株） 白白石石　　隼隼大大　　 濵田酒造（株）
中中谷谷　　誠誠　　 イシダメディカル（株） 中中野野　　俊俊伸伸　　 濵田酒造（株）
國國﨑﨑　　嘉嘉人人　　 イシダメディカル（株） 小小瀬瀬戸戸　　悠悠悟悟　　 濵田酒造（株）
平平井井　　健健二二　　 ＩＳＨＩＤＡ　ＭＥＤＩＣＡＬ　ＬＬＣ

多層成形技術と金型微細加工技術を組み
合わせた射出成形加飾技術の開発

部分軟化によるアルミニウム合金の
深絞り性能の向上と量産化技術の開発

自動車の燃費向上に貢献する自動車用
アルミニウム電線の開発

食品分野で培った計量技術を活用し、
医療現場の人手不足に寄与する
「排尿計測記録システム」の開発

電動車分野をめっきで
レボリューション！

世界初！研削盤の回転砥石の位置決め
技術及び研削加工工程の自動化技術

世界初　環境発電IoTと汎用PCのデータ
解析による故障予兆検知システムの開発

ナノサイズの微小世界から何億光年と
遥か宇宙の彼方を探る高精度Ｘ線
ミラーの開発

医療機器初のφ0.16超細径注射針及び
薬液ムダを大幅に低減した注射システム
の開発

精密機械加工技術と電子回路技術
（ソフトウェア含む）を活用した静電
容量型6軸力覚センサの開発

精密部品加工事業の工程全自動化による
生産性向上と新たな地域活性化の取組

バッテリ式フル電動ラフテレーン
クレーン「EVOLT eGR-250N」の開発

大正８年創業の黒板屋が、黒板のデジタ
ル化で先生の負担を軽減！
日本初の黒板専用プロジェクター
「ワイード」

焼酎業界のブームを生み出した
「香り系焼酎」商品の開発と市場展開

「小倉織」の量産化・内製化による
独自生地の開発及び関連製品の市場拡大

画像・図面比較システム「MIIDEL」

マイクロアイスジェットによる超精密
洗浄技術の開発

ブームでは終わらせない！農商工全てが
循環したビール醸造と地域資源を生かし
た商品開発･地域循環型社会への取り組み

革新のセラミックス技術で切り拓く
未来：「円筒平板型SOFCスタック」

優優秀秀賞賞 優優秀秀賞賞

手剥きと変わらぬ品質で省人化を実現！
世界初ホタテ自動生剥き機
「オートシェラー」の開発

ロボットと独自AIで、ダイカストに
対応する外観検査自動化の実現

世界初！“貼る注射”が可能となる
マイクロニードルの実用化

なお、政府では、 年 月に「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 年

改定版」を閣議決定し、その中で、業種別の「省力化投資促進プラン」の実行を掲げ、各業

種の優良事例や効果的な省力化投資のポイントを踏まえ着実に取組を実施することとしてい

る。

今回受賞した案件のうち、前述の内閣総理大臣賞受賞案件 件及び経済産業省関係 件

（経済産業大臣賞及び優秀賞）については、「 で感染症検査を行う医療機器の開発・普

及」といった現場での業務の省力化につながる製品を開発した事例や、「コンビナート製造

現場中核人材育成事業の推進と自立運営人材教育システムの確立」といった人材面から生産

性向上を実現する取組など、省力化投資の優良事例になる案件が受賞している。

これらの受賞案件の詳細については、ホームページ上で紹介するとともに、第 回ものづ

くり日本大賞の冊子の配布等を通じて、広く広報を進めていく。

ももののづづくくりり分分野野ににおおけけるる表表彰彰制制度度のの動動向向

政府においては、ものづくり分野における表彰について、ものづくり日本大賞を始め、様々

な制度を設けている。表彰内容としては、ものづくり日本大賞のように、ものづくりの技術

に焦点を当てた表彰や、ものづくり分野における環境や安全に焦点を当てた表彰など、その

対象は多岐にわたる。

また、政府だけでなく民間においても、ものづくり分野に対する表彰が行われており、表

彰の対象は、技術、製品、デザイン、工程プロセス等、幅広い分野に対する表彰が行われてい

る。民間における表彰は、 年にも、（一社）日本能率協会が、「スマートマニュファクチャ

リング構築ガイドライン」（（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構、経済産業省作成）

を基にした新たな表彰制度を立ち上げるなど、活発に活動が行われている。

図：主な表彰制度

資料：経済産業省作成

（政府による表彰制度）

表彰制度 概要 主催省庁

（民間による表彰制度）

表彰制度 概要 主催者

日本産業技術大賞 1972年創設。革新的な大型産業設備、構造物、先端技術などで顕著な成果を挙げた企業等を表彰する制度。 （株）日刊工業新聞社

十大新製品賞 1958年創設。日本のモノづくり産業の発展や国際競争力の強化に寄与する製品を表彰する制度。 （株）日刊工業新聞社

日経優秀製品・サービス賞 1982年創設。特に優れた新製品・新サービスを表彰する制度。  （株）日本経済新聞社

GOOD FACTORY賞 2011年創設。生産性向上・品質向上・改善活動などに優れた成果を挙げた工場・事業所を表彰する制度。 （一社）日本能率協会

ものづくりトランスフォーメーション賞 2025年創設。デジタル技術を駆使してマニュファクチャリングチェーンを変革した企業を表彰する賞。 （一社）日本能率協会

（公財）りそな中小企業振興財団、
（株）日刊工業新聞社
（後援）経済産業省 中小企業庁

（株）日刊工業新聞社
（後援）経済産業省

モノづくり日本会議、
（株）日刊工業新聞社
（後援）経済産業省

中小企業優秀新技術・新製品賞 1988年創設。中小企業における優れた新技術・新製品を表彰する制度。

機械工業デザイン賞IDEA 1970年創設。工業製品のデザイン振興・発展を目的に、国産または輸入製品の生産財を表彰する制度。

“超”モノづくり部品大賞 2003年創設。優れた部品・部材を表彰する制度。

2007年創設。企業等における製品安全への優れた取り組みを表彰する制度。 経済産業省

経済産業省、文部科学省、
厚生労働省、国土交通省

緑化優良工場等表彰
（全国みどりの工場大賞）

製品安全対策優良企業表彰
（PSアワード）

経済産業省、総務省、
文部科学省、厚生労働省、
農林水産省、国土交通省

ものづくり日本大賞 2005年創設。日本の製造現場を支える技術者・技能者の功績を広く社会に知らせるための表彰制度。

ロボット大賞
年創設。我が国のロボット技術の発展・社会実装を促進するため、優れたロボットや関連技術、研究開

発、人材育成等を表彰する制度。

年創設。工場立地法の趣旨に基づき、工場緑化や周辺環境の改善に顕著な功績をあげた工場等を表彰す
る制度。

経済産業省
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内内閣閣総総理理大大臣臣表表彰彰及及びび経経済済産産業業大大臣臣表表彰彰案案件件一一覧覧

内閣総理大臣賞 件（経済産業省 件、文部科学省 件、厚生労働省 件、国土交通省

件）、経済産業省関係 件（経済産業大臣賞 件、優秀賞 件）は以下のとおり。

図：内閣総理大臣表彰（経済産業省案件）／経済産業大臣表彰案件一覧

資料：経済産業省作成

案件名 受受賞賞者者 所属企業等 案件名 受受賞賞者者 所属企業等
山山下下　　哲哲哉哉　　 ユーザック（株）

髙髙木木　　義義秀秀　　 福井経編興業（株） 田田口口　　浩浩二二  　　 ユーエスウラサキ（株）
根根本本　　慎慎太太郎郎　　 大阪医科薬科大学 ハハリリルル　　ナナミミググ　　 ユーザック（株）
山山田田　　英英明明　　 福井経編興業（株） 宮宮﨑﨑　　翔翔伍伍　　 ユーエスウラサキ（株）
濵濵田田　　健健　　 福井経編興業（株） ググエエンン　　ヴヴァァンン　　ククイインン　　ユーエスウラサキ（株）
藤藤永永　　賢賢太太郎郎　　 帝人（株） 小小林林　　和和人人　　 本多電子（株）
坂坂上上　　剛剛士士　　 帝人メディカルテクノロジー（株） 穂穂積積　　直直裕裕　　 穂積計測研究所
山山口口　　鮎鮎子子　　 帝人（株） 吉吉田田　　祥祥子子　　 豊橋技術科学大学
高高橋橋　　広広幸幸　　 ナカシマヘルスフォース（株） 川川口口　　祐祐季季　　 本多電子（株）
佐佐藤藤　　雄雄一一　　 ナカシマヘルスフォース（株） 小小木木曽曽　　泰泰治治　　 本多電子（株）
藤藤田田　　圭圭生生　　 ナカシマヘルスフォース（株） 岡岡田田　　長長也也　　 本多電子（株）
石石井井　　力力渡渡　　 ナカシマヘルスフォース（株） 流流田田　　賢賢治治　　 本多電子（株）
渡渡邊邊　　稜稜太太　　 ナカシマヘルスフォース（株） 松松本本　　順順　　 アイエルテクノロジー（株）
森森野野　　未未来来　　 ナカシマヘルスフォース（株） 熊熊田田　　哲哲也也　　 アイエルテクノロジー（株）

馬馬場場　　将将人人　　 住友電気工業（株）
津津島島　　栄栄樹樹　　 （株）ＦＪコンポジット 中中島島　　徹徹也也　　 住友電気工業（株）
文文　　盛盛載載　　 （株）ＦＪコンポジット 江江場場　　宏宏美美　　 東京都市大学
巽巽　　裕裕章章　　 大阪大学　接合科学研究所 津津川川　　直直樹樹　　 （株）ナード研究所
久久保保田田　　聡聡　　 北日本造船（株） 宮宮木木　　秀秀幸幸　　 （株）Ｒｉｎｇ
豊豊川川　　剛剛　　 北日本造船（株） 高高島島　　晶晶　　 不易糊工業（株）
森森　　陽陽彦彦　　 北日本造船（株） 下下澤澤　　喜喜彦彦　　 竹田印刷（株）

三三浦浦　　一一雄雄　　 北日本造船（株）
コンビナート製造現場中核人材育成事業
の推進と自立運営人材教育システムの
確立

力力石石　　泰泰祐祐　　 北日本造船（株） 嶋嶋村村　　純純二二　　 ＪＦＥスチール（株）
橋橋本本　　剛剛志志　　 日本製鉄（株） 外外石石　　圭圭吾吾　　 ＪＦＥスチール（株）
沖沖山山　　翔翔　　 アイリス（株） 田田村村　　雄雄太太　　 ＪＦＥスチール（株）
福福田田　　敦敦史史　　 アイリス（株） 寺寺田田　　一一貴貴　　 ＪＦＥスチール（株）
亀亀山山　　紗紗穂穂　　 アイリス（株） 今今仲仲　　大大輝輝　　 ＪＦＥスチール（株）
安安見見　　卓卓志志　　 アイリス（株） 河河野野　　浩浩紀紀　　 ＪＦＥウエストテクノロジー（株）
相相原原　　悠悠平平　　 （株）天地人 井井原原　　宏宏一一　　 ＪＦＥスチール（株）
樋樋口口　　宣宣人人　　 （株）天地人 平平尾尾　　嘉嘉英英　　 マツダ（株）
池池上上　　慶慶太太　　 （株）天地人 井井上上　　誠誠二二　　 マツダ（株）
高高瀬瀬　　賢賢二二　　 （株）天地人 大大川川　　慧慧　　 マツダ（株）
白白井井　　康康雄雄　　 （株）天地人 野野村村　　成成彦彦  　　 日鉄テクノロジー（株）
榊榊原原　　満満　　 （株）オータマ 鈴鈴木木　　利利哉哉　　  日本製鉄（株）
奥奥田田　　学学　　 （株）オータマ 岡岡田田　　徹徹　　  日本製鉄（株）
松松山山　　真真也也　　 （株）オータマ 関関戸戸　　義義仁仁  　　 日本製鉄（株）

瑞瑞慶慶山山　　末末広広　　 （株）オータマ

海ぶどうを世界へ　保存期間2年・55種類
の栄養素を含む「ふくらむぷちぷち海ぶ
どう」を開発し、沖縄から世界14か国へ
輸出成功！

山山城城　　由由希希　　 （株）日本バイオテック

新素材を用いた次世代型ステンレス
ケミカルタンカーの開発とその大型化

衝撃波による粉塵剥離メカニズムを
応用したメンテナンスレス集塵装置の
開発と事業化

細胞内部の物性分布構造を立体視する、
世界初の細胞三次元観察用超音波
顕微鏡の開発

半導体の微細径（金/銅）ワイヤボンド
全自動非破壊検査装置

ものづくりのGXに貢献するCO2アップ
サイクル素材「metacol™」

AIで感染症検査を行う医療機器
「nodoca」の開発・普及による
咽頭診察のデータ化

人工衛星データとAI解析を活用した
漏水リスク評価管理システム
（宇宙水道局）の開発

磁気シールドの常識を覆す性能を
発揮した「Mudelta metal®」の開発

内内閣閣総総理理大大臣臣賞賞

異業種間連携と歴史ある技術の組合せに
よる革新的な医療材料の開発

世界初！金属3Dプリンターによる骨質を
制御可能とする脊椎スペーサーの
開発・製品化

経経済済産産業業大大臣臣賞賞
オンリーワンの接合技術で半導体部材を
流通
～素材大国日本から次世代自動車大国へ

（（公公社社））山山陽陽技技術術振振興興会会

中心偏析低減と極表層硬度低減による
超厳格仕様耐サワーラインパイプの開発

性能・軽量化・コストを両立しつつ従来
工法比で生産性4倍に引き上げた世界
最高効率ホットスタンプ加工技術の開発

案件名 受受賞賞者者 所属企業等 案件名 受受賞賞者者 所属企業等

佐佐藤藤　　一一雄雄　　 （株）ニッコー 大大西西　　理理王王　　 （株）ＨＡＣＡＲＵＳ
𠮷𠮷𠮷𠮷田田　　昌昌徳徳　　 （株）ニッコー 吉吉田田　　光光志志　　 （株）ＨＡＣＡＲＵＳ
及及川川　　寿寿恵恵男男　　 （株）ニッコー 木木村村　　優優　　 （株）ＨＡＣＡＲＵＳ
床床　　秀秀樹樹　　 （株）ニッコー 山山口口　　貴貴志志　　 （株）ＨＡＣＡＲＵＳ
渡渡邊邊　　佳佳典典　　 （株）ニッコー 奥奥村村　　めめぐぐみみ　　 （株）ＨＡＣＡＲＵＳ
小小林林　　達達也也　　 （株）ニッコー 李李　　英英哲哲　　 コスメディ製薬（株）
床床　　勇勇助助　　 （株）ニッコー 辻辻井井　　モモナナ　　 コスメディ製薬（株）
鈴鈴木木　　尚尚徳徳　　 スズキハイテック（株） 豊豊田田　　佳佳太太　　 コスメディ製薬（株）
漆漆山山　　健健一一　　 スズキハイテック（株） 川川﨑﨑　　一一馬馬　　 コスメディ製薬（株）
町町田田　　俊俊信信　　 スズキハイテック（株） 重重久久　　高高志志　　 京セラ（株）
多多田田　　悦悦子子　　 スズキハイテック（株） 堀堀　　雄雄一一　　 京セラ（株）
保保科科　　由由美美子子　　 スズキハイテック（株） 藤藤本本　　哲哲朗朗　　 京セラ（株）
長長岡岡　　司司　　 スズキハイテック（株） 兒兒井井　　真真　　 京セラ（株）
松松橋橋　　大大輔輔　　 スズキハイテック（株） 瀬瀬野野　　裕裕明明　　 京セラ（株）
杉杉田田　　広広貴貴　　 （株）メトロール 原原　　章章洋洋　　 京セラ（株）
森森田田　　勇勇魚魚　　 （株）メトロール 今今仲仲　　和和也也　　 京セラ（株）
村村瀬瀬　　隆隆浩浩　　 （株）ＫＥＬＫ 桐桐田田　　直直哉哉　　 （株）カワトＴ．Ｐ．Ｃ．
後後藤藤　　大大輔輔　　 （株）ＫＥＬＫ 西西村村　　照照久久　　 （株）カワトＴ．Ｐ．Ｃ．
柴柴田田　　勲勲　　 （株）ＫＥＬＫ 前前田田　　幹幹雄雄　　 （株）カワトＴ．Ｐ．Ｃ．
村村田田　　知知紀紀　　 （株）ＫＥＬＫ 大大藤藤　　真真知知子子　　 （株）カワトＴ．Ｐ．Ｃ．
村村瀬瀬　　恵恵　　 （株）ＫＥＬＫ 髙髙島島　　浩浩 （株）タダノ
平平栗栗　　健健太太郎郎　　 夏目光学（株） 川川野野　　貴貴史史 （株）タダノ
三三村村　　秀秀和和　　 東京大学　先端科学技術研究センター 世世古古　　真真也也 （株）タダノ
松松澤澤　　雄雄介介　　 夏目光学（株） 石石原原　　尚尚樹樹 （株）タダノ
今今村村　　洋洋一一　　 夏目光学（株） 中中松松　　将将太太 （株）タダノ
久久米米　　健健大大　　 夏目光学（株） 進進藤藤　　雅雅紀紀 （株）タダノ
宮宮下下　　洋洋明明　　 夏目光学（株） 坂坂和和　　寿寿忠忠　　 （株）サカワ
齋齋藤藤　　貴貴宏宏　　 夏目光学（株） 坂坂和和　　由由紀紀子子　　 （株）サカワ
小小粥粥　　教教幸幸　　 ＡＳＴＩ（株） 小小林林　　直直弥弥　　 （株）サカワ
鈴鈴木木　　巌巌　　 ＡＳＴＩ（株） 鈴鈴村村　　卓卓也也　　 （株）サカワ
岩岩堀堀　　公公昭昭　　 ＡＳＴＩ（株） 築築城城　　弥弥央央　　 （株）小倉縞縞
野野中中　　勇勇　　 ＡＳＴＩ（株） 三三満満田田　　巧巧　　 （株）小倉縞縞
戸戸田田　　泰泰広広　　 ＡＳＴＩ（株） 重重山山　　淳淳子子　　 （株）小倉縞縞
袴袴田田　　洋洋子子　　 ＡＳＴＩ（株） 内内山山　　啓啓大大　　 （株）小倉縞縞
岡岡田田　　和和廣廣　　 （株）ワコーテック 堀堀北北　　治治希希　　 （株）小倉縞縞
佐佐野野　　弘弘尚尚　　 （株）ワコーテック 今今津津　　研研太太郎郎　　 （株）ＴＲＩＡＲＴ
本本江江　　雄雄樹樹　　 （株）ワコーテック 渡渡邊邊　　彩彩乃乃　　  （株）ＴＲＩＡＲＴ
新新元元　　庸庸平平　　 （株）ワコーテック 野野村村　　侑侑亮亮　　 （株）ＴＲＩＡＲＴ
江江良良　　聡聡　　 （株）ワコー 本本田田　　康康信信　　 （株）ＴＲＩＡＲＴ
栗栗原原　　雅雅彦彦　　 （株）岐阜多田精機 藤藤井井　　達達哉哉　　 （株）ＴＲＩＡＲＴ
高高橋橋　　隆隆晃晃　　 （株）岐阜多田精機 宮宮本本　　健健太太郎郎　　 （株）ＴＲＩＡＲＴ
古古田田　　俊俊之之　　 （株）岐阜多田精機 岡岡元元　　浩浩幸幸　　 リックス（株）
鈴鈴木木　　健健児児　　 （株）成田製作所 生生田田　　勝勝治治　　 リックス（株）
都都築築　　謙謙　　 （株）成田製作所 徳徳永永　　賢賢哲哲　　 リックス（株）
三三宅宅　　宏宏尚尚　　 （株）成田製作所 栗栗田田　　幸幸之之助助　　 リックス（株）
西西脇脇　　武武志志　　 大同大学 周周善善寺寺　　清清隆隆　　 福岡県工業技術センター　機械電子研究所

村村田田　　真真伸伸　　 名古屋市工業研究所 永永野野　　時時彦彦　　 宮崎ひでじビール（株）

田田中中　　智智也也　　 名古屋市工業研究所 金金井井　　大大　　 宮崎ひでじビール（株）

大大塚塚　　保保之之　　 （株）オートネットワーク技術研究所 原原　　健健二二郎郎　　 濵田酒造（株）
吉吉本本　　潤潤　　 住友電装（株） 樋樋之之口口　　大大作作　　 濵田酒造（株）
桒桒原原　　鉄鉄也也　　 住友電気工業（株） 東東條條　　健健太太　　 濵田酒造（株）
高高井井　　博博昭昭　　 富山住友電工（株） 大大園園　　栄栄作作　　 濵田酒造（株）
赤赤祖祖父父　　保保広広　　 富山住友電工（株） 白白石石　　隼隼大大　　 濵田酒造（株）
中中谷谷　　誠誠　　 イシダメディカル（株） 中中野野　　俊俊伸伸　　 濵田酒造（株）
國國﨑﨑　　嘉嘉人人　　 イシダメディカル（株） 小小瀬瀬戸戸　　悠悠悟悟　　 濵田酒造（株）
平平井井　　健健二二　　 ＩＳＨＩＤＡ　ＭＥＤＩＣＡＬ　ＬＬＣ

多層成形技術と金型微細加工技術を組み
合わせた射出成形加飾技術の開発

部分軟化によるアルミニウム合金の
深絞り性能の向上と量産化技術の開発

自動車の燃費向上に貢献する自動車用
アルミニウム電線の開発

食品分野で培った計量技術を活用し、
医療現場の人手不足に寄与する
「排尿計測記録システム」の開発

電動車分野をめっきで
レボリューション！

世界初！研削盤の回転砥石の位置決め
技術及び研削加工工程の自動化技術

世界初　環境発電IoTと汎用PCのデータ
解析による故障予兆検知システムの開発

ナノサイズの微小世界から何億光年と
遥か宇宙の彼方を探る高精度Ｘ線
ミラーの開発

医療機器初のφ0.16超細径注射針及び
薬液ムダを大幅に低減した注射システム
の開発

精密機械加工技術と電子回路技術
（ソフトウェア含む）を活用した静電
容量型6軸力覚センサの開発

精密部品加工事業の工程全自動化による
生産性向上と新たな地域活性化の取組

バッテリ式フル電動ラフテレーン
クレーン「EVOLT eGR-250N」の開発

大正８年創業の黒板屋が、黒板のデジタ
ル化で先生の負担を軽減！
日本初の黒板専用プロジェクター
「ワイード」

焼酎業界のブームを生み出した
「香り系焼酎」商品の開発と市場展開

「小倉織」の量産化・内製化による
独自生地の開発及び関連製品の市場拡大

画像・図面比較システム「MIIDEL」

マイクロアイスジェットによる超精密
洗浄技術の開発

ブームでは終わらせない！農商工全てが
循環したビール醸造と地域資源を生かし
た商品開発･地域循環型社会への取り組み

革新のセラミックス技術で切り拓く
未来：「円筒平板型SOFCスタック」

優優秀秀賞賞 優優秀秀賞賞

手剥きと変わらぬ品質で省人化を実現！
世界初ホタテ自動生剥き機
「オートシェラー」の開発

ロボットと独自AIで、ダイカストに
対応する外観検査自動化の実現

世界初！“貼る注射”が可能となる
マイクロニードルの実用化

なお、政府では、 年 月に「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 年

改定版」を閣議決定し、その中で、業種別の「省力化投資促進プラン」の実行を掲げ、各業

種の優良事例や効果的な省力化投資のポイントを踏まえ着実に取組を実施することとしてい

る。

今回受賞した案件のうち、前述の内閣総理大臣賞受賞案件 件及び経済産業省関係 件

（経済産業大臣賞及び優秀賞）については、「 で感染症検査を行う医療機器の開発・普

及」といった現場での業務の省力化につながる製品を開発した事例や、「コンビナート製造

現場中核人材育成事業の推進と自立運営人材教育システムの確立」といった人材面から生産

性向上を実現する取組など、省力化投資の優良事例になる案件が受賞している。

これらの受賞案件の詳細については、ホームページ上で紹介するとともに、第 回ものづ

くり日本大賞の冊子の配布等を通じて、広く広報を進めていく。

ももののづづくくりり分分野野ににおおけけるる表表彰彰制制度度のの動動向向

政府においては、ものづくり分野における表彰について、ものづくり日本大賞を始め、様々

な制度を設けている。表彰内容としては、ものづくり日本大賞のように、ものづくりの技術

に焦点を当てた表彰や、ものづくり分野における環境や安全に焦点を当てた表彰など、その

対象は多岐にわたる。

また、政府だけでなく民間においても、ものづくり分野に対する表彰が行われており、表

彰の対象は、技術、製品、デザイン、工程プロセス等、幅広い分野に対する表彰が行われてい

る。民間における表彰は、 年にも、（一社）日本能率協会が、「スマートマニュファクチャ

リング構築ガイドライン」（（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構、経済産業省作成）

を基にした新たな表彰制度を立ち上げるなど、活発に活動が行われている。

図：主な表彰制度

資料：経済産業省作成

（政府による表彰制度）

表彰制度 概要 主催省庁

（民間による表彰制度）

表彰制度 概要 主催者

日本産業技術大賞 1972年創設。革新的な大型産業設備、構造物、先端技術などで顕著な成果を挙げた企業等を表彰する制度。 （株）日刊工業新聞社

十大新製品賞 1958年創設。日本のモノづくり産業の発展や国際競争力の強化に寄与する製品を表彰する制度。 （株）日刊工業新聞社

日経優秀製品・サービス賞 1982年創設。特に優れた新製品・新サービスを表彰する制度。  （株）日本経済新聞社

GOOD FACTORY賞 2011年創設。生産性向上・品質向上・改善活動などに優れた成果を挙げた工場・事業所を表彰する制度。 （一社）日本能率協会

ものづくりトランスフォーメーション賞 2025年創設。デジタル技術を駆使してマニュファクチャリングチェーンを変革した企業を表彰する賞。 （一社）日本能率協会

（公財）りそな中小企業振興財団、
（株）日刊工業新聞社
（後援）経済産業省 中小企業庁

（株）日刊工業新聞社
（後援）経済産業省

モノづくり日本会議、
（株）日刊工業新聞社
（後援）経済産業省

中小企業優秀新技術・新製品賞 1988年創設。中小企業における優れた新技術・新製品を表彰する制度。

機械工業デザイン賞IDEA 1970年創設。工業製品のデザイン振興・発展を目的に、国産または輸入製品の生産財を表彰する制度。

“超”モノづくり部品大賞 2003年創設。優れた部品・部材を表彰する制度。

2007年創設。企業等における製品安全への優れた取り組みを表彰する制度。 経済産業省

経済産業省、文部科学省、
厚生労働省、国土交通省

緑化優良工場等表彰
（全国みどりの工場大賞）

製品安全対策優良企業表彰
（PSアワード）

経済産業省、総務省、
文部科学省、厚生労働省、
農林水産省、国土交通省

ものづくり日本大賞 2005年創設。日本の製造現場を支える技術者・技能者の功績を広く社会に知らせるための表彰制度。

ロボット大賞
年創設。我が国のロボット技術の発展・社会実装を促進するため、優れたロボットや関連技術、研究開

発、人材育成等を表彰する制度。

年創設。工場立地法の趣旨に基づき、工場緑化や周辺環境の改善に顕著な功績をあげた工場等を表彰す
る制度。

経済産業省

第１章業　況
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年年以以降降ににおおけけるる製製造造業業のの主主なな動動向向

年以降における製造業の主な動向は、以下のとおり。

図 ： 年以降における製造業の主な動向①

資料：経済産業省作成

政政策策のの動動向向 主主なな事事象象

【【米米国国】】AAII向向けけ半半導導体体ななどどへへのの輸輸出出管管理理をを強強化化

【【米米国国】】中中国国・・ロロシシアアがが関関係係すするるココネネククテテッッドドカカーーのの

　　　　　　　　輸輸入入・・販販売売をを禁禁止止すするる最最終終規規則則のの公公表表

【【米米国国】】第第22次次トトラランンププ政政権権発発足足

【【米米国国】】「「米米国国第第一一のの通通商商政政策策」」にに関関すするる大大統統領領覚覚書書発発表表

【【米米国国】】AAIIにに対対すするる規規制制緩緩和和をを指指示示すするる大大統統領領令令発発表表

【【米米国国】】【【中中国国】】米米国国・・中中国国かかららのの全全ててのの輸輸入入品品にに追追加加関関税税（（1100％％））、、
　　　　　　　　　　　　　　　　中中国国・・米米国国のの農農産産品品等等にに関関税税（（1100％％ああるるいいはは1155％％））発発動動

　　　　　　　　　　　　　　　　（（以以降降、、相相互互にに追追加加関関税税発発動動））

【【中中国国】】レレアアメメタタルルのの輸輸出出管管理理強強化化

【【EEUU】】AAII法法のの段段階階的的施施行行

【【日日本本】】【【米米国国】】日日米米首首脳脳会会談談開開催催

【【米米国国】】鉄鉄鋼鋼・・アアルルミミ及及びび同同派派生生品品にに追追加加関関税税（（2255％％））発発動動

【【日日本本】】経経済済産産業業省省、、国国内内半半導導体体メメーーカカーーにに対対すするる支支援援をを決決定定（（最最大大約約88千千億億円円））

【【米米国国】】相相互互関関税税（（一一律律1100％％））、、自自動動車車にに追追加加関関税税（（2255％％））発発動動

【【中中国国】】レレアアアアーーススのの輸輸出出管管理理強強化化

【【中中国国】】米米国国にに対対すするる貿貿易易管管理理措措置置強強化化

【【EEUU】】欧欧州州委委員員会会「「TThhee  AAII  CCoonnttiinneenntt  AAccttiioonn  PPllaann」」公公表表

55月月

【【EEUU】】欧欧州州委委員員会会、、EEUU域域外外ににおおけけるる戦戦略略的的原原材材料料開開発発ププロロジジェェククトト発発表表

【【米米国国】】カカリリフフォォルルニニアア州州のの無無排排出出車車義義務務化化方方針針のの撤撤回回決決議議にに署署名名

【【米米国国】】鉄鉄・・アアルルミミ及及びび同同派派生生品品へへのの関関税税引引きき上上げげ（（5500％％））

【【日日本本】】特特定定技技能能外外国国人人のの適適正正かかつつ円円滑滑なな受受入入れれ推推進進をを担担うう特特定定技技能能外外国国人人受受入入事事業業

　　　　　　　　実実施施法法人人ととししてて、、「「（（一一社社））工工業業製製品品製製造造技技能能人人材材機機構構」」をを登登録録

11月月
【【米米国国】】民民間間企企業業にによよるるAAII関関連連ののイインンフフララププロロジジェェククトト会会社社「「ススタターーゲゲイイトト」」のの

　　　　　　　　設設立立をを発発表表

22月月

33月月

44月月

66月月 【【米米国国】】日日本本企企業業にによよるる米米国国鉄鉄鋼鋼大大手手企企業業買買収収をを認認めめるる大大統統領領令令をを発発表表

出出典典

（独）日本貿易振興機構『米商務省、AI向け半導体などへの輸出管理を強化』（2025年1月14日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『米商務省、中国とロシアが関係するコネクテッドカーの輸入・販売を禁止する最終規則を発表』（2025年1月15日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『トランプ米大統領、米国第一の通商政策発表、貿易赤字の原因調査など指示』（2025年1月22日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『トランプ米大統領、AIに対する規制緩和を指示する大統領令発表』（2025年1月27日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『中国政府、米国原産の液化天然ガス、石炭、原油などに対する追加関税賦課措置を発表』（2025年2月4日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『商務部、タングステン、テルル、ビスマス、モリブデン、インジウム関連品目に対する輸出管理を決定（中国、米国）』（2025年2月4日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『EUのAI規則、禁止されるAI利用のルールが適用開始に』（2025年2月13日公表、2026年3月9日参照）

外務省『日米首脳会談』（2025年2月7日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構［2026］『米国トランプ政権の関税政策の要旨～122条関税、自動車および中・大型トラック・同部品、鉄鋼・アルミ・銅・木材、半導体、医薬品～』

経済産業省［2025］『ステージゲート審査結果概要』

（独）日本貿易振興機構『中国、中・重希土類7種のレアアース関連品目で4月4日から輸出管理を実施（中国）』（2025年4月7日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『中国、米国企業に対する複数の貿易管理措置を発表』（2025年4月9日公表、2026年3月9日参照）

European Commission［2025］『The AI Continent Action Plan』

European Commission［2025］『Commission selects 13 Strategic Projects in third countries to secure access to raw materials and to support local value creation』

（独）日本貿易振興機構『トランプ米大統領、カリフォルニア州のZEV販売義務を撤回』（2025年6月17日公表、2026年3月9日参照）

経済産業省『特定技能外国人の適正かつ円滑な受入れ推進を担う「特定技能外国人受入事業実施法人」の登録を行いました』（2025年6月25日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『米オープンAIとソフトバンクグループ主導、トランプ政権が支援する大規模AIプロジェクト発表』（2025年1月28日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『トランプ米大統領、日鉄によるUSスチール買収認める、今後のCFIUSの運用に注目』（2025年6月17日公表、2026年3月9日参照）

図 ： 年以降における製造業の主な動向②

資料：経済産業省作成

政政策策のの動動向向 主主なな事事象象

【【日日本本】】【【米米国国】】米米国国関関税税にに関関すするる日日米米協協議議合合意意（（相相互互関関税税率率1155％％等等））

【【米米国国】】「「AAIIアアククシショョンンププラランン」」公公表表

【【米米国国】】「「OOnnee  BBiigg  BBeeaauuttiiffuull  BBiillll  AAcctt」」成成立立（（産産業業税税制制等等））

【【米米国国】】銅銅半半製製品品・・派派生生品品にに追追加加関関税税（（5500％％））発発動動

【【中中国国】】「「AAII＋＋行行動動」」のの徹徹底底実実施施にに関関すするる意意見見公公表表（（AAII戦戦略略））

【【日日本本】】人人工工知知能能関関連連技技術術のの研研究究開開発発及及びび活活用用のの推推進進にに関関すするる法法律律（（AAII法法））

　　　　　　　　全全面面施施行行
【【米米国国】】米米アアルルミミ大大手手企企業業ニニュューーヨヨーークク工工場場火火災災にによよるるアアルルミミ製製品品のの供供給給支支障障発発生生

【【日日本本】】複複数数のの日日本本企企業業へへのの大大規規模模ななササイイババーー攻攻撃撃・・シシスステテムム障障害害にによよるる

　　　　　　　　物物流流へへのの影影響響発発生生

【【日日本本】】経経済済産産業業省省、、米米国国半半導導体体メメモモリリーー企企業業大大手手へへ支支援援決決定定（（最最大大約約55千千億億円円））

【【中中国国】】レレアアアアーースス等等輸輸出出管管理理強強化化

【【日日本本】】高高市市政政権権発発足足

【【中中国国】】第第1155次次55ヵヵ年年計計画画（（2266～～3300年年））策策定定（（先先進進製製造造業業強強化化））

【【日日本本】】【【米米国国】】日日米米首首脳脳会会談談開開催催（（55,,550000億億ドドルル規規模模のの対対米米投投資資にに関関すするる

　　　　　　　　　　　　　　　　フファァククトトシシーートト公公表表））

【【米米国国】】【【中中国国】】米米中中首首脳脳会会談談開開催催（（関関税税発発動動見見送送りり、、レレアアアアーースス輸輸出出管管理理

　　　　　　　　　　　　　　　　一一時時停停止止等等））

【【米米国国】】中中・・大大型型トトララッックク等等へへのの追追加加関関税税（（2255％％））発発動動

【【日日本本】】総総合合経経済済対対策策閣閣議議決決定定（（危危機機管管理理投投資資・・成成長長投投資資にによよるる「「強強いい経経済済」」のの

　　　　　　　　実実現現等等））

【【中中国国】】【【欧欧州州】】オオラランンダダ半半導導体体企企業業大大手手にに対対すするる半半導導体体製製品品のの輸輸出出禁禁止止措措置置

　　　　　　　　　　　　　　　　のの解解除除

【【日日本本】】人人工工知知能能基基本本計計画画閣閣議議決決定定

【【日日本本】】令令和和88年年度度税税制制改改正正大大綱綱閣閣議議決決定定

              （（大大胆胆なな投投資資促促進進税税制制（（特特定定生生産産性性向向上上設設備備等等投投資資促促進進税税制制））創創設設等等））

【【EEUU】】22003355年年エエンンジジンン車車販販売売禁禁止止方方針針をを撤撤回回すするる案案をを公公表表

【【米米国国】】トトラランンププ大大統統領領がが6666のの国国際際機機関関・・条条約約かかららのの脱脱退退発発表表

【【米米国国】】特特定定のの半半導導体体製製品品へへのの追追加加関関税税（（2255％％））発発動動

【【日日本本】】高高市市首首相相がが衆衆議議院院解解散散をを発発表表

【【日日本本】】第第22次次高高市市政政権権発発足足

【【米米国国】】トトラランンププ関関税税にに米米最最高高裁裁がが違違憲憲判判決決

【【米米国国】】最最高高裁裁のの判判決決をを受受けけ、、相相互互関関税税のの適適用用停停止止とと115500日日間間全全ててのの輸輸入入にに

　　　　　　　　1100％％のの従従価価関関税税のの発発動動

33月月 【【日日本本】】経経済済産産業業省省、、「「イイラランン情情勢勢をを踏踏ままええたたエエネネルルギギーー対対策策本本部部」」をを設設置置

77月月 【【欧欧州州】】JJOOGGMMEECCががガガリリウウムム生生産産にに向向けけたた共共同同調調査査事事業業へへのの出出資資参参画画をを決決定定

88月月 【【日日本本】】国国内内自自動動車車メメーーカカーー各各社社、、米米国国関関税税のの影影響響をを公公表表

99月月 【【米米国国】】電電気気自自動動車車補補助助金金終終了了

1100月月

1111月月

1122月月 【【日日本本】】半半導導体体各各社社、、最最高高収収益益をを更更新新

11月月

22月月 【【中中東東】】米米国国ととイイススララエエルルがが、、イイラランンにに対対すするる攻攻撃撃実実施施をを発発表表

出出典典

内閣官房『米国関税措置に関する日米協議の合意等についての会見』（2025年7月23日公表、2026年3月9日参照）

THE WHITE HOUSE［2025］『AMERICA’S AI ACTION PLAN』

（独）日本貿易振興機構『米下院、「大きく美しい1つの法案」の上院修正案を可決』（2025年7月4日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構［2026］『米国トランプ政権の関税政策の要旨～122条関税、自動車および中・大型トラック・同部品、鉄鋼・アルミ・銅・木材、半導体、医薬品～』

（独）日本貿易振興機構『中国、「AIプラス」行動の徹底に関する意見発表、6重点分野で実施強化』（2025年9月3日公表、2026年3月9日参照）

内閣府［2025］『人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律（AI法）の概要』

（独）日本貿易振興機構『「大きく美しい1つの法案」、EV税額控除の撤廃など大幅な見直し』（2025年7月15日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『中国、レアアース輸出管理の関連規制を強化』（2025年10月14日公表、2026年3月9日参照）

中華人民共和国駐日本国大使館『国民経済・社会発展第15次5ヵ年計画の策定に関する中共中央の建議』（2025年11月21日公表、2026年3月9日参照）

経済産業省『「日米間の投資に関する共同ファクトシート」を発出しました』（2025年10月28日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『中国、米中協議の合意内容を発表、米国は対中関税10％分を撤廃、中国は輸出管理関連措置などを1年停止』（2025年10月31日公表、2026年3月9日参照）

内閣府［2025］『「強い経済」を実現する総合経済対策～日本と日本人の底力で不安を希望に変える～』

（独）日本貿易振興機構『オランダ政府、物品供給法に基づくネクスペリア管理措置を一時停止』（2025年11月25日公表、2026年3月9日参照）

内閣府［2025］『人工知能基本計画～「信頼できるAI」による「日本再起」～ 』

財務省［2025］『令和8年度税制改正の大綱』

（独）日本貿易振興機構『欧州委、自動車産業支援パッケージを発表、新たな小型車規格の導入も表明』（2025年12月25日公表、2026年3月9日参照）

BBC NEWS JAPAN『アメリカ、66の国際組織・協定から離脱 気候変動対策など』（2026年1月8日公表、2026年3月9日参照）

自民党『衆議院解散について高市内閣総理大臣記者会見』（2026年1月19日公表、2026年3月9日参照）

経済産業省『「イラン情勢を踏まえたエネルギー対策本部」の設置について』（2026年3月2日公表、2026年3月9日参照）

（独）エネルギー・金属鉱物資源機構『豪州におけるガリウム生産に向けた共同調査事業への出資ーガリウムの新たなサプライチェーン構築を目指すー』（2025年8月4日公表、2026年3月9日参照）

日本経済新聞『アイシンなどトヨタ系8社、米関税「全額回収」へ価格転嫁や物流再編』（2025年8月1日公表、2026年3月9日参照）

MARKLINES『Novelis、米ニューヨーク工場火災で2026年のアルミ板供給に影響』（2025年10月10日公表、2026年3月9日参照）

NTTセキュリティ・ジャパン（株）『サイバーセキュリティレポート 2025年10月』（2025年11月17日公表、2026年3月9日参照）

日本経済新聞『米マイクロンに5360億円支援、経産省 広島で1.5兆円追加投資』（2025年9月12日公表、2026年3月9日参照）

日本経済新聞『世界の半導体企業、最高益 メモリー3社の稼ぐ力がNVIDIAに接近』（2026年3月6日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『イスラエルと米国がイランを攻撃、イラン反撃、日本外務省が中東諸国の危険レベル引き上げ』（2026年3月2日公表、2026年3月9日参照）
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年年以以降降ににおおけけるる製製造造業業のの主主なな動動向向

年以降における製造業の主な動向は、以下のとおり。

図 ： 年以降における製造業の主な動向①

資料：経済産業省作成

政政策策のの動動向向 主主なな事事象象

【【米米国国】】AAII向向けけ半半導導体体ななどどへへのの輸輸出出管管理理をを強強化化

【【米米国国】】中中国国・・ロロシシアアがが関関係係すするるココネネククテテッッドドカカーーのの

　　　　　　　　輸輸入入・・販販売売をを禁禁止止すするる最最終終規規則則のの公公表表

【【米米国国】】第第22次次トトラランンププ政政権権発発足足

【【米米国国】】「「米米国国第第一一のの通通商商政政策策」」にに関関すするる大大統統領領覚覚書書発発表表

【【米米国国】】AAIIにに対対すするる規規制制緩緩和和をを指指示示すするる大大統統領領令令発発表表

【【米米国国】】【【中中国国】】米米国国・・中中国国かかららのの全全ててのの輸輸入入品品にに追追加加関関税税（（1100％％））、、
　　　　　　　　　　　　　　　　中中国国・・米米国国のの農農産産品品等等にに関関税税（（1100％％ああるるいいはは1155％％））発発動動

　　　　　　　　　　　　　　　　（（以以降降、、相相互互にに追追加加関関税税発発動動））

【【中中国国】】レレアアメメタタルルのの輸輸出出管管理理強強化化

【【EEUU】】AAII法法のの段段階階的的施施行行

【【日日本本】】【【米米国国】】日日米米首首脳脳会会談談開開催催

【【米米国国】】鉄鉄鋼鋼・・アアルルミミ及及びび同同派派生生品品にに追追加加関関税税（（2255％％））発発動動

【【日日本本】】経経済済産産業業省省、、国国内内半半導導体体メメーーカカーーにに対対すするる支支援援をを決決定定（（最最大大約約88千千億億円円））

【【米米国国】】相相互互関関税税（（一一律律1100％％））、、自自動動車車にに追追加加関関税税（（2255％％））発発動動

【【中中国国】】レレアアアアーーススのの輸輸出出管管理理強強化化

【【中中国国】】米米国国にに対対すするる貿貿易易管管理理措措置置強強化化

【【EEUU】】欧欧州州委委員員会会「「TThhee  AAII  CCoonnttiinneenntt  AAccttiioonn  PPllaann」」公公表表

55月月

【【EEUU】】欧欧州州委委員員会会、、EEUU域域外外ににおおけけるる戦戦略略的的原原材材料料開開発発ププロロジジェェククトト発発表表

【【米米国国】】カカリリフフォォルルニニアア州州のの無無排排出出車車義義務務化化方方針針のの撤撤回回決決議議にに署署名名

【【米米国国】】鉄鉄・・アアルルミミ及及びび同同派派生生品品へへのの関関税税引引きき上上げげ（（5500％％））

【【日日本本】】特特定定技技能能外外国国人人のの適適正正かかつつ円円滑滑なな受受入入れれ推推進進をを担担うう特特定定技技能能外外国国人人受受入入事事業業

　　　　　　　　実実施施法法人人ととししてて、、「「（（一一社社））工工業業製製品品製製造造技技能能人人材材機機構構」」をを登登録録

11月月
【【米米国国】】民民間間企企業業にによよるるAAII関関連連ののイインンフフララププロロジジェェククトト会会社社「「ススタターーゲゲイイトト」」のの

　　　　　　　　設設立立をを発発表表

22月月

33月月

44月月

66月月 【【米米国国】】日日本本企企業業にによよるる米米国国鉄鉄鋼鋼大大手手企企業業買買収収をを認認めめるる大大統統領領令令をを発発表表

出出典典

（独）日本貿易振興機構『米商務省、AI向け半導体などへの輸出管理を強化』（2025年1月14日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『米商務省、中国とロシアが関係するコネクテッドカーの輸入・販売を禁止する最終規則を発表』（2025年1月15日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『トランプ米大統領、米国第一の通商政策発表、貿易赤字の原因調査など指示』（2025年1月22日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『トランプ米大統領、AIに対する規制緩和を指示する大統領令発表』（2025年1月27日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『中国政府、米国原産の液化天然ガス、石炭、原油などに対する追加関税賦課措置を発表』（2025年2月4日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『商務部、タングステン、テルル、ビスマス、モリブデン、インジウム関連品目に対する輸出管理を決定（中国、米国）』（2025年2月4日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『EUのAI規則、禁止されるAI利用のルールが適用開始に』（2025年2月13日公表、2026年3月9日参照）

外務省『日米首脳会談』（2025年2月7日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構［2026］『米国トランプ政権の関税政策の要旨～122条関税、自動車および中・大型トラック・同部品、鉄鋼・アルミ・銅・木材、半導体、医薬品～』

経済産業省［2025］『ステージゲート審査結果概要』

（独）日本貿易振興機構『中国、中・重希土類7種のレアアース関連品目で4月4日から輸出管理を実施（中国）』（2025年4月7日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『中国、米国企業に対する複数の貿易管理措置を発表』（2025年4月9日公表、2026年3月9日参照）

European Commission［2025］『The AI Continent Action Plan』

European Commission［2025］『Commission selects 13 Strategic Projects in third countries to secure access to raw materials and to support local value creation』

（独）日本貿易振興機構『トランプ米大統領、カリフォルニア州のZEV販売義務を撤回』（2025年6月17日公表、2026年3月9日参照）

経済産業省『特定技能外国人の適正かつ円滑な受入れ推進を担う「特定技能外国人受入事業実施法人」の登録を行いました』（2025年6月25日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『米オープンAIとソフトバンクグループ主導、トランプ政権が支援する大規模AIプロジェクト発表』（2025年1月28日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『トランプ米大統領、日鉄によるUSスチール買収認める、今後のCFIUSの運用に注目』（2025年6月17日公表、2026年3月9日参照）

図 ： 年以降における製造業の主な動向②

資料：経済産業省作成

政政策策のの動動向向 主主なな事事象象

【【日日本本】】【【米米国国】】米米国国関関税税にに関関すするる日日米米協協議議合合意意（（相相互互関関税税率率1155％％等等））

【【米米国国】】「「AAIIアアククシショョンンププラランン」」公公表表

【【米米国国】】「「OOnnee  BBiigg  BBeeaauuttiiffuull  BBiillll  AAcctt」」成成立立（（産産業業税税制制等等））

【【米米国国】】銅銅半半製製品品・・派派生生品品にに追追加加関関税税（（5500％％））発発動動

【【中中国国】】「「AAII＋＋行行動動」」のの徹徹底底実実施施にに関関すするる意意見見公公表表（（AAII戦戦略略））

【【日日本本】】人人工工知知能能関関連連技技術術のの研研究究開開発発及及びび活活用用のの推推進進にに関関すするる法法律律（（AAII法法））

　　　　　　　　全全面面施施行行
【【米米国国】】米米アアルルミミ大大手手企企業業ニニュューーヨヨーークク工工場場火火災災にによよるるアアルルミミ製製品品のの供供給給支支障障発発生生

【【日日本本】】複複数数のの日日本本企企業業へへのの大大規規模模ななササイイババーー攻攻撃撃・・シシスステテムム障障害害にによよるる

　　　　　　　　物物流流へへのの影影響響発発生生

【【日日本本】】経経済済産産業業省省、、米米国国半半導導体体メメモモリリーー企企業業大大手手へへ支支援援決決定定（（最最大大約約55千千億億円円））

【【中中国国】】レレアアアアーースス等等輸輸出出管管理理強強化化

【【日日本本】】高高市市政政権権発発足足

【【中中国国】】第第1155次次55ヵヵ年年計計画画（（2266～～3300年年））策策定定（（先先進進製製造造業業強強化化））

【【日日本本】】【【米米国国】】日日米米首首脳脳会会談談開開催催（（55,,550000億億ドドルル規規模模のの対対米米投投資資にに関関すするる

　　　　　　　　　　　　　　　　フファァククトトシシーートト公公表表））

【【米米国国】】【【中中国国】】米米中中首首脳脳会会談談開開催催（（関関税税発発動動見見送送りり、、レレアアアアーースス輸輸出出管管理理

　　　　　　　　　　　　　　　　一一時時停停止止等等））

【【米米国国】】中中・・大大型型トトララッックク等等へへのの追追加加関関税税（（2255％％））発発動動

【【日日本本】】総総合合経経済済対対策策閣閣議議決決定定（（危危機機管管理理投投資資・・成成長長投投資資にによよるる「「強強いい経経済済」」のの

　　　　　　　　実実現現等等））

【【中中国国】】【【欧欧州州】】オオラランンダダ半半導導体体企企業業大大手手にに対対すするる半半導導体体製製品品のの輸輸出出禁禁止止措措置置

　　　　　　　　　　　　　　　　のの解解除除

【【日日本本】】人人工工知知能能基基本本計計画画閣閣議議決決定定

【【日日本本】】令令和和88年年度度税税制制改改正正大大綱綱閣閣議議決決定定

              （（大大胆胆なな投投資資促促進進税税制制（（特特定定生生産産性性向向上上設設備備等等投投資資促促進進税税制制））創創設設等等））

【【EEUU】】22003355年年エエンンジジンン車車販販売売禁禁止止方方針針をを撤撤回回すするる案案をを公公表表

【【米米国国】】トトラランンププ大大統統領領がが6666のの国国際際機機関関・・条条約約かかららのの脱脱退退発発表表

【【米米国国】】特特定定のの半半導導体体製製品品へへのの追追加加関関税税（（2255％％））発発動動

【【日日本本】】高高市市首首相相がが衆衆議議院院解解散散をを発発表表

【【日日本本】】第第22次次高高市市政政権権発発足足

【【米米国国】】トトラランンププ関関税税にに米米最最高高裁裁がが違違憲憲判判決決

【【米米国国】】最最高高裁裁のの判判決決をを受受けけ、、相相互互関関税税のの適適用用停停止止とと115500日日間間全全ててのの輸輸入入にに

　　　　　　　　1100％％のの従従価価関関税税のの発発動動

33月月 【【日日本本】】経経済済産産業業省省、、「「イイラランン情情勢勢をを踏踏ままええたたエエネネルルギギーー対対策策本本部部」」をを設設置置

77月月 【【欧欧州州】】JJOOGGMMEECCががガガリリウウムム生生産産にに向向けけたた共共同同調調査査事事業業へへのの出出資資参参画画をを決決定定

88月月 【【日日本本】】国国内内自自動動車車メメーーカカーー各各社社、、米米国国関関税税のの影影響響をを公公表表

99月月 【【米米国国】】電電気気自自動動車車補補助助金金終終了了

1100月月

1111月月

1122月月 【【日日本本】】半半導導体体各各社社、、最最高高収収益益をを更更新新

11月月

22月月 【【中中東東】】米米国国ととイイススララエエルルがが、、イイラランンにに対対すするる攻攻撃撃実実施施をを発発表表

出出典典

内閣官房『米国関税措置に関する日米協議の合意等についての会見』（2025年7月23日公表、2026年3月9日参照）

THE WHITE HOUSE［2025］『AMERICA’S AI ACTION PLAN』

（独）日本貿易振興機構『米下院、「大きく美しい1つの法案」の上院修正案を可決』（2025年7月4日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構［2026］『米国トランプ政権の関税政策の要旨～122条関税、自動車および中・大型トラック・同部品、鉄鋼・アルミ・銅・木材、半導体、医薬品～』

（独）日本貿易振興機構『中国、「AIプラス」行動の徹底に関する意見発表、6重点分野で実施強化』（2025年9月3日公表、2026年3月9日参照）

内閣府［2025］『人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律（AI法）の概要』

（独）日本貿易振興機構『「大きく美しい1つの法案」、EV税額控除の撤廃など大幅な見直し』（2025年7月15日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『中国、レアアース輸出管理の関連規制を強化』（2025年10月14日公表、2026年3月9日参照）

中華人民共和国駐日本国大使館『国民経済・社会発展第15次5ヵ年計画の策定に関する中共中央の建議』（2025年11月21日公表、2026年3月9日参照）

経済産業省『「日米間の投資に関する共同ファクトシート」を発出しました』（2025年10月28日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『中国、米中協議の合意内容を発表、米国は対中関税10％分を撤廃、中国は輸出管理関連措置などを1年停止』（2025年10月31日公表、2026年3月9日参照）

内閣府［2025］『「強い経済」を実現する総合経済対策～日本と日本人の底力で不安を希望に変える～』

（独）日本貿易振興機構『オランダ政府、物品供給法に基づくネクスペリア管理措置を一時停止』（2025年11月25日公表、2026年3月9日参照）

内閣府［2025］『人工知能基本計画～「信頼できるAI」による「日本再起」～ 』

財務省［2025］『令和8年度税制改正の大綱』

（独）日本貿易振興機構『欧州委、自動車産業支援パッケージを発表、新たな小型車規格の導入も表明』（2025年12月25日公表、2026年3月9日参照）

BBC NEWS JAPAN『アメリカ、66の国際組織・協定から離脱 気候変動対策など』（2026年1月8日公表、2026年3月9日参照）

自民党『衆議院解散について高市内閣総理大臣記者会見』（2026年1月19日公表、2026年3月9日参照）

経済産業省『「イラン情勢を踏まえたエネルギー対策本部」の設置について』（2026年3月2日公表、2026年3月9日参照）

（独）エネルギー・金属鉱物資源機構『豪州におけるガリウム生産に向けた共同調査事業への出資ーガリウムの新たなサプライチェーン構築を目指すー』（2025年8月4日公表、2026年3月9日参照）

日本経済新聞『アイシンなどトヨタ系8社、米関税「全額回収」へ価格転嫁や物流再編』（2025年8月1日公表、2026年3月9日参照）

MARKLINES『Novelis、米ニューヨーク工場火災で2026年のアルミ板供給に影響』（2025年10月10日公表、2026年3月9日参照）

NTTセキュリティ・ジャパン（株）『サイバーセキュリティレポート 2025年10月』（2025年11月17日公表、2026年3月9日参照）

日本経済新聞『米マイクロンに5360億円支援、経産省 広島で1.5兆円追加投資』（2025年9月12日公表、2026年3月9日参照）

日本経済新聞『世界の半導体企業、最高益 メモリー3社の稼ぐ力がNVIDIAに接近』（2026年3月6日公表、2026年3月9日参照）

（独）日本貿易振興機構『イスラエルと米国がイランを攻撃、イラン反撃、日本外務省が中東諸国の危険レベル引き上げ』（2026年3月2日公表、2026年3月9日参照）
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